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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、インターネットが発達障害の早期診断と早期支援、そして育児支援
にどの程度貢献できるかを考察する点にある。研究代表者らがこれまで運営してきた、子どもの発達や障害特性
を簡易評価できるウェブサイトについて、利用実態を分析してニーズや課題を考察した。その上で、より有益な
ウェブサイトの構築を試みた。分析の結果、子どもの母親の利用が多く、専門家による診断すら難しい障害種別
に関する簡易評価が多く利用されていること等が明らかになった。新しいウェブサイトの構築は、人的リソース
の不足から完成までには至らなかった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to discuss how Internet is able to contribute to 
early discovery of developmental disabilities, early support for developmental disabilities, and 
support for child care. On this study, we analyzed the access logs of the website which had been 
developed by us. Moreover, we discussed the needs and the further tasks from these analyzes. 
Finally, we tried to develop more useful website. However, we could not build a new website up 
because of the lack of human resources.

研究分野：特別支援教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
高機能自閉症やアスペルガー症候群等の

広汎性発達障害、注意欠陥多動性障害、学習
障害等を含む発達障害は、生来性の脳の機能
障害が原因とされ、学校教育や社会生活の場
において何らかの問題を示す。日本発達障害
福祉連盟が行なった調査研究では、6 割の医
師が発達障害の増加傾向を指摘した 1)。発達
障害は生涯発達支援の見地からも、早期の診
断と支援が重要である。しかし子どもの保護
者・養育者（以下、保護者等と記す）によっ
て何らかの発達障害が疑われても、実際に受
診して支援が受けられるようになるまでに
は、幾つかの障壁が存在する。 
発達障害に関連する相談機関の多くは電

話や電子メールで相談を受け付けているが、
電話や電子メールでの相談では「相談のポイ
ントが分からず、的確に子どもの様子を伝え
ることができない」という相談者側（保護者
等）の問題や、「子どもの正確な様子が得に
くい」という相談機関側の問題が指摘されて
いる 2)。また近年、子どもの発達について他
者に相談せず、インターネットで情報収集を
行なう保護者等が少なくない。しかしインタ
ーネットで得られる情報は真偽判断が困難
であることや、過剰な情報が逆に判断の妨げ
になることも指摘されている 3)。さらに、イ
ンターネットでの情報収集が保護者等の育
児不安の解消に留まってしまい、最も重要な
子どもの診断・支援に至らない例もある。 
研究代表者らは、専門家によって整理され

た子どもの発達状況や各種の障害特性に関
するチェックリストを提示して、保護者等が
チェック項目への回答を入力することで子
どもの状況を簡易評価できるウェブサイト
を 1999 年に開設し、試験運用を継続してき
た（以下、既存ウェブサイトと記す）。近年
では最初のページへの年間アクセス数が 10
万を超える年もある 4)5)。試験運用の結果をふ
まえて、より有益なウェブサイトの構築とウ
ェブサイト利用者の事後の行動の追跡調査
が必要であると考えた。 
 
２．研究の目的 
既存ウェブサイトの利用実態を分析して、

そこから得られた示唆を基にウェブサイト
を再構築する。再構築したウェブサイトに関
しても、既存ウェブサイトと同様に利用実態
を分析する。これらの結果から、インターネ
ットが発達障害の早期診断と早期支援、そし
て育児支援にどの程度貢献できるかを考察
する。 
 
３．研究の方法 
(1) 既存ウェブサイトの利用実態分析 
既存ウェブサイトは、発達や障害特性の簡

易評価ができるチェックリスト画面と、チェ
ックリスト対象となる児やウェブサイト利
用者自身の簡単なプロフィール等を入力す
る画面、そして簡易評価の結果を出力する画

面で構成されている。発達のチェックリスト
は、対象児の年齢に応じて、6 歳以下を主な
対象とした「乳幼児向け発達チェックリスト」
と、7 歳以上を主な対象とした「学齢児向け
発達チェックリスト」の 2 種で構成される。
また、障害特性のチェックリストは、対象児
の障害または疑われる障害に応じて、「A リ
スト（知的障害・言語障害・不明）」「B リス
ト（ダウン症）」「C リスト（自閉症・広汎性
発達障害）」「D リスト（学習障害・注意欠陥
多動性障害）」「E リスト（聴覚障害）」の 5
種で構成される。ウェブサイト利用者は、チ
ェックしたい対象児について、2 種の発達チ
ェックリストと 5種の障害特性チェックリス
トから、それぞれ 1 種を選択して回答する。 

1999 年の試験運用開始以降、ウェブサイ
ト利用者の潜在的ニーズ（発達の遅れや障害
を疑う保護者や養育者が検索サイトで多く
用いる検索語句）等が明らかになりつつある
4)。これらをより詳細に分析して、ウェブサ
イト再構築の基礎資料とした。 

(2) ウェブサイトの再構築 
既存ウェブサイトの利用実態に関する分

析結果を基に、利用者の属性やニーズに対応
させる他、次の 3 つのポイントからウェブサ
イトの再構築を試みた。 

①相談機関での受診を促進させる 
再構築するウェブサイトは、将来的には相

談機関との連携も視野に入れる。本研究では、
ウェブサイトの利用が相談機関での受診の
契機になるような機能を実装する。具体的に
は、ウェブサイト利用者が入力した居住地の
情報を基に地域の相談機関を検索して地図
や連絡先等を提示する機能の他、ウェブサイ
ト利用者・対象児の情報やチェックリストへ
の回答内容及び簡易評価の結果を PDF ファ
イルで出力する機能を実装する。これを相談
機関での受診に赴かせるための促進材料と
する。 

②近年のインターネット環境に対応 
既存ウェブサイトは開発・実装から 10 年

を超え、その間にインターネット環境が劇的
に変化した。そこで、近年のインターネット
環境を考慮したウェブサイトを再構築する。
具体的には、動画素材を多用する他、携帯電
話やスマートフォンでの利用も可能にし、よ
り多くのインターネット利用者が同じよう
に利用できるようにする。また、利用者や対
象児の情報入力を保護するため、暗号化通信
（SSL）を導入する。 

③その他 
ウェブアクセシビリティにも配慮し、配色

や文字サイズ、代替テキストやリンク構成等、
使いやすいサイトを設計する。また、発達や
障害に関する用語集や、各種障害を解説して
いるウェブサイトへのリンク集を設置する。 
 



４．研究成果 
(1) 既存ウェブサイトの利用実態分析 

2010 年（平成 22 年）1 月から 2014 年（平
成 26 年）12 月までの 5 年間を対象として、
既存ウェブサイトの利用実態を分析した。 

①アクセス数と検索語句 
5 年間における最初のページへのアクセス

総数は、577,293 件であった。年ごとにおけ
るアクセス数を図 1 に示す。 
 

 

図 1 年ごとのアクセス数 

 
これらのアクセスのうち、Google や

Yahoo！等のいわゆる検索サイトを経由して
アクセスされたのは、411,905 件であり、総
アクセスのうち 71.4%であった。さらに、検
索サイト経由のアクセスにおいて、検索に使
われた語句を分析した結果から、上位 5 位の
検索語句を表 1 に示す。 
 

表 1 検索サイトで多く使用された語句 

検索語句 件数 

発達障害 320,608

チェック／チェックリスト 85,754

診断 85,273

発達 57,442

テスト 22,236

 
②対象児の属性 

5 年間の試験運用中、チェックリストを最
後まで利用したのは、6 歳以下を主な対象と
した「乳幼児向け発達チェックリスト」で
32,104 件、7 歳以上を主な対象とした「学齢
児向け発達チェックリスト」で 12,836 件で
あった。 

図 2 に「乳幼児向け発達チェックリスト」
の対象児の年齢分布を示す。語彙の爆発的な
増大が起こり、発達の遅れが目立ち始める 2
歳や 3 歳が特に多かった。 
図 3 に「学齢児向け発達チェックリスト」

の対象児の年齢分布を示す。小学校入学直後
の年齢である 7 歳が特に多かった。 
図 4 に対象児の性別の割合を示す。いずれ

のチェックリストにおいても、男児が多かっ
た。この傾向は、発達障害児の一般的な男女
比に近似している。 

 

図 2 対象児の年齢（乳幼児向け） 

 

 

図 3 対象児の年齢（学齢児向け） 

 

 

図 4 対象児の男女比 

 
表 2 に対象児の障害種別の割合を示す。こ

れらの障害種別には、既に診断を受けたもの
だけでなく、ウェブサイト利用者によって疑
われたものも含まれる。「乳幼児向け発達チ
ェックリスト」では広汎性発達障害が最多で、
「学齢児向け発達チェックリスト」では注意
欠陥多動性障害が最多であった。 
 

表 2 対象児の障害種別の割合 

障害種別 乳幼児向け 学齢児向け

広汎性発達障害 26.9% 24.3% 

不明 25.1% 22.8% 

注意欠陥多動性障害 16.2% 26.1% 

言語障害 9.8% 0.6% 

自閉症 9.6% 3.4% 

知的障害 9.2% 3.1% 

学習障害 2.8% 19.1% 

その他 0.4% 0.5% 
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③ウェブサイト利用者の属性 
5 年間の試験運用中にチェックリストを利

用したのは、対象児の母親が最多であった。
父親や教員らの利用は多くみられなかった
（表 3）。 
 

表 3 ウェブサイト利用者の属性の割合 

利用者の属性 乳幼児向け 学齢児向け

母親 81.4% 79.7% 

父親 11.3% 8.4% 

他の家族 1.9% 2.7% 

学級担任 1.5% 2.5% 

祖父母 1.2% 0.7% 

保護者の知り合い 1.3% 1.7% 

学級担任以外の教員 0.4% 1.4% 

施設職員 0.5% 0.9% 

その他 0.7% 2.0% 

 

(2)ウェブサイトの再構築 
前項の分析を受けて、ウェブサイトの再構

築を進めた。当初は ICT スキルに長けた人材
を研究支援者として雇用する計画であった
が、適した人材の確保ができず、研究代表者
が構築の作業を進めざるを得なかった。最終
的にウェブサイトの構築は完了できなかっ
たため、実装できた機能について報告する。 

連携研究者（橋本）、研究協力者（熊谷）
らが開発した学齢児向けの学校適応スキル
のアセスメント「ASIST 学校適応スキルプ
ロフィール」を基に、これをインターネット
上で利用できるようにした。図 5 に同アセス
メントのチェックリスト画面、図 6 にチェッ
クリストへの入力に応じて出力される結果
の画面を示す。このシステムは、アセスメン
トの結果を PDF で出力できる（図 7）。PDF
ファイルを出力することで、ウェブサイト利
用者がこれをプリントアウトして紙媒体で
の保存や持ち出しも可能となる。 

この開発と並行して、全国の発達障害関連
の相談機関の所在地や電話番号等のデータ
ベースを構築して、簡易検索できるシステム
をインターネット上に構築した（図 8）。しか
しながら、先述のアセスメントとの連携まで
には至らなかった。 

 

 

図 5 チェックリストの画面 

 

図 6 結果出力画面 

 

 

図 7 PDF ファイルの例 

 

 

図 8 相談機関出力画面 
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